
公的年金の現況証明手数料の免除に関する事務取扱要領

（趣旨）

第1条　この要領は、国民年金等公的年金（以下「公的年金」という。）の現況届の記載事項証明について、蒲郡市手数料条例（昭和２９年条例第３号）第７条に基づく手数料の免除に関する事務取扱を定めるものとする。

（公的年金）

第２条　公的年金とは、私的年金以外の年金であり、主なものは次に掲げる法令に基づくものをいう。

　国民年金法

　厚生年金保険法

　国家公務員共済組合法

　地方公務員等共済組合法

　私立学校教職員共済法

　農林漁業団体職員共済組合法

　独立行政法人農業者年金基金法

　恩給法

　戦傷病者戦没者遺族等援護法

（免除する証明書）

第３条　免除する証明書は、公的年金給付の受給権者の現況に関するもので、その者の戸籍又は住民票の記載事項によって証明するものとする。
　　附則

この要領は、平成３年４月１日から施行する。

附則

この要領は、平成２４年７月９日から施行する。

